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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のセクタを形成する第１の基地局の第１のセクタの方向に形成可能な第１の無線エ
リアと、複数のセクタを形成する第２の基地局の第２のセクタの方向に形成可能な第２無
線エリアと、の重複エリアに位置する移動端末が、該第１の基地局と無線通信を行う方が
該第２の基地局と無線通信を行うよりも良好な無線通信が行える場合における通信制御方
法において、
　前記第１のセクタの方向が前記第２のセクタの方向よりも所定のエリアに向けてより広
く面している場合に、前記移動端末の通信を制御する手段が、前記移動端末を前記第２の
セクタ方向に形成可能な前記第２の無線エリアで前記第２の基地局と無線通信を行うよう
に制御する、
ことを特徴とする通信制御方法。
【請求項２】
　複数のセクタを形成する第１の基地局と、
　複数のセクタを形成する第２の基地局とを備え、
　前記第１の基地局によって形成される複数のセクタ中の第１のセクタの方向に形成可能
な第１の無線エリアと、複数のセクタを形成する第２の基地局の第２のセクタの方向に形
成可能な第２無線エリアと、の重複エリアに位置する移動端末が、良好な無線通信を行う
ために前記第２の基地局ではなく前記第１の基地局と無線通信を行うべき状況下において
、前記第１のセクタの方向が前記第２のセクタの方向よりも所定のエリアに向けてより広
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く面している場合に、前記移動端末が前記第２の無線エリアで前記第２の基地局と無線通
信を行うように制御する手段と、
を含む移動通信システム。
【請求項３】
　移動端末の接続先となる複数の通信エリアを有する移動通信システムにおいて、
　前記複数の通信エリアの一つの或る通信エリアに接続された移動端末への送信電波が該
或る通信エリアと異なる他の通信エリアにおける干渉波となる場合に、該或る通信エリア
に関する少なくとも一つのハンドオーバ先候補から、該移動端末への送信電波による該他
の通信エリアに対する干渉量が、ハンドオーバ前の該移動端末への送信電波による該他の
通信エリアに対する干渉量よりも少なくなるハンドオーバ先を決定する制御手段と、
　前記移動端末を前記ハンドオーバ先に強制的にハンドオーバさせる手段と
を含む移動通信システム。
【請求項４】
　前記制御手段は、前記複数の通信エリアの一つに関する複数のハンドオーバ先候補の夫
々に対し、ハンドオーバ先として決定されるための重みを有しており、
　前記重みは、ハンドオーバ先候補をハンドオーバ先とするハンドオーバが実施されたと
きに、そのハンドオーバ先から前記移動端末へ送信される電波が当該ハンドオーバ先の通
信エリアと異なる前記他の通信エリアを含む複数の通信エリアに与える干渉の影響を考慮
して決定される
請求項３に記載の移動通信システム。
【請求項５】
　前記制御手段は、前記移動端末について確保すべき通信品質の絶対値を有しており、ハ
ンドオーバ後の前記移動端末の通信品質値が現在の前記移動端末の通信品質値、及び前記
絶対値を下回るハンドオーバ候補を除外する
請求項３又は４に記載の移動通信システム。
【請求項６】
　前記制御手段は、特定の通信エリアに対して干渉波となる電波を送信する通信エリアに
関して、当該通信エリアに接続中の移動端末に対する強制的なハンドオーバを実施するた
めの実施条件を有しており、当該実施条件が満たされた場合に、前記移動端末に対する強
制的なハンドオーバ先の決定を行う
請求項３～５のいずれか一項に記載の移動通信システム。
【請求項７】
　移動端末の接続先となる複数の通信エリアを有する移動通信システムにおいて、自局の
通信エリア内で自局に接続された移動端末に向けて電波を送信する基地局であって、
　前記複数の通信エリアの一つの或る通信エリアに接続された移動端末への送信電波が該
或る通信エリアと異なる他の通信エリアにおける干渉波となる場合に、該或る通信エリア
に関する少なくとも一つのハンドオーバ先候補から、該移動端末への送信電波による該他
の通信エリアに対する干渉量が、ハンドオーバ前の該移動端末への送信電波による該他の
通信エリアに対する干渉量よりも少なくなるハンドオーバ先を決定する制御手段と、
　前記移動端末を前記ハンドオーバ先に強制的にハンドオーバさせる手段と
を含む基地局。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線を用いて通信を行う移動通信システムに関する。例えば、本発明をハン
ドオーバを行う際に適用すると好適である。
【従来の技術】
【０００２】
　移動通信システムにおいて、下り回線(基地局→移動局)における無線回線品質は、熱雑
音および干渉波に大きく依存する。このため、干渉波をいかに抑制するかが、大きな課題
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となっている。
【０００３】
　従来の技術では、或る着目するエリアへ与える干渉波を抑制するために、アンテナのダ
ウンチルト調整や、セクタアンテナの物理的な方向調整を手動で行ったり、送信電力制御
などを実施したりしている。
【０００４】
　図１Ａ及び図１Ｂにセクタアンテナのダウンチルトの適応前と適応後の例を示す。図３
Ａに示すように、基地局５Ａのセクタアンテナｃからの電波ビームが或る着目エリアＡＲ
１に大きい干渉を与えると仮定する。この場合、図３Ｂに示すように、セクタアンテナｃ
のダウンチルトが、セクタアンテナｃからの電波ビームが着目エリアＡＲ１に届かないよ
うに調整される。これによって、干渉を抑制することができる。
【０００５】
　図２Ａ及び図２Ｂに、セクタアンテナの方向調整の適応前と適応後の例を示す。図２Ａ
に示すように、セクタアンテナの方向調整前において、セクタアンテナａ(９０°方向)か
らの電波ビームが着目エリアＡＲ１に到達し、着目エリアＡＲ１に干渉の大きな影響を与
えると仮定する。この場合、図２Ｂに示すように、セクタアンテナａとセクタアンテナｂ
のアンテナ方向が、各セクタアンテナａ及びｂからの電波ビームが着目エリアＡＲ１に到
達しないように調整される。これによって、干渉を抑制することができる。
【０００６】
　図３Ａ及び図３Ｂに、送信電力制御の適応前と適応後の例を示す。図３Ａに示すように
、基地局５Ａのセクタアンテナｃから、移動局１Ａ，１Ｂ及び１Ｃの夫々に向けて、高出
力の送信電力で電波を発する場合に、着目エリアＡＲ１に大きい干渉の影響が生じると仮
定する。この場合、図３Ｂに示すように、セクタアンテナｃからの送信電力制御が実施さ
れ、基地局５Ａと移動局との距離が遠い程、高い送信電力で電波を発する送信電力制御が
行われる。これによって、着目エリアＡＲ１に対する干渉を抑制することができる。
【特許文献１】特開２００６－１１５２９１号公報
【特許文献２】特開２０００－２９５６５０号公報
【特許文献３】国際公開ＷＯ２００５／０２５２５３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、図１で示した手法では、基地局の形成する無線エリアが狭くなり、無線エリア
からはずれる移動端末が増大する。
【０００８】
　また、図２で示した手法では、図２Ｂの状態で、３０度方向のセクタ方向に干渉を避け
たいゾーンがある場合に、これに対する干渉低減を図ることができない。
【０００９】
　更に、図３で示した手法では、図３Ｂの移動局１Ｃ宛の信号のレベルは、移動局１Ｃの
位置が遠方のため比較的高いので、それによる干渉の発生を抑制できない。
【００１０】
　本発明の目的は、従来とは異なる方法により、特定エリア(着目エリア)に対して、適正
に干渉波の影響低減を図ることのできる技術を提供することである。
【００１１】
　１側面では、本発明は、セクタ構成を採用する基地局の特性を巧みに利用して所望のエ
リアに対する干渉波の影響の低減を図ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の態様は、上述した課題を解決するために以下の手段を採用する。
【００１３】
　本発明の１つの態様では、複数のセクタを形成する第１の基地局の第１のセクタの方向
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に形成可能な第１の無線エリアと、複数のセクタを形成する第２の基地局の第２のセクタ
の方向に形成可能な第２無線エリアとの重複エリアに位置する移動端末が、第１の基地局
と無線通信を行う方が第２の基地局と無線通信を行うよりも良好な無線通信が行なえる場
合における通信制御方法において、第１のセクタの方向の方が、第２のセクタの方向より
も所定のエリアに向けてより広く面している場合に、移動端末を第２のセクタ方向に形成
可能な第２の無線エリアで第２の基地局と無線通信を行うように制御することを特徴とす
る通信制御方法を用いる。
【００１４】
　第１のセクタ方向に形成可能な第１の無線エリアで第１の基地局と通信を行う方が、第
２のセクタ方向に形成可能な第２の無線エリアで第２の基地局と通信を行うよりも良好な
無線通信を行うことができるとしても、第２の無線エリアで第２の基地局と無線通信を行
うように制御するので、所定のエリアに対する干渉を低減することができる。通信を行う
ように制御するとは、ハンドオーバ先や初期接続先を第２の基地局の第２セクタ方向に形
成される第２の無線エリアとする制御が含まれる。
【００１５】
　また、その制御に際して、第２の基地局から第２のセクタ方向に向けた送信電力を増大
させてより広いエリアをカバーするようにしてもよい。
【００１６】
　また、本発明の他の態様は、移動端末の接続先となる複数の通信エリアを有する移動通
信システムにおいて、
　前記複数の通信エリアの一つからその通信エリアに接続された移動端末へ送信される電
波が当該通信エリアと異なる他の通信エリアにおける干渉波となる場合に、当該通信エリ
アに関する少なくとも一つのハンドオーバ先候補から、ハンドオーバによって前記他の通
信エリアに対する干渉量を低減可能なハンドオーバ先を決定する制御手段と、
　前記移動端末を前記ハンドオーバ先に強制的にハンドオーバさせる手段とを含む移動通
信システムである。
【００１７】
　本発明の他の態様において、前記制御手段は、前記複数の通信エリアの一つに関する複
数のハンドオーバ先候補の夫々に対し、ハンドオーバ先として決定されるための重みを有
しており、
　前記重みは、ハンドオーバ先候補をハンドオーバ先とするハードハンドオーバが実施さ
れたときに、そのハンドオーバ先から前記移動端末へ送信される電波が当該ハンドオーバ
先の通信エリアと異なる前記他の通信エリアを含む複数の通信エリアに与える干渉の影響
を考慮して決定されるように構成することができる。
【００１８】
　また、本発明の他の態様において、前記制御手段は、前記ハンドオーバ先候補に前記移
動端末がハードハンドオーバされたと仮定したときの前記移動端末の通信品質値と、この
ハンドオーバ先候補に付与された重み値とから求まる品質評価値を求め、この品質評価値
が前記複数の通信エリアの一つにおける前記移動端末の通信品質を上回るハンドオーバ先
候補をハンドオーバ先として決定するように構成することができる。
【００１９】
　また、本発明の他の態様において、前記制御手段は、前記移動端末について確保すべき
通信品質の絶対値を有しており、ハードハンドオーバ後の前記移動端末の通信品質値が現
在の前記移動端末の通信品質値、及び前記絶対値を下回るハンドオーバ候補を除外するよ
うに構成することができる。
【００２０】
　また、本発明の他の態様において、前記制御手段は、前記移動端末が使用するサービス
種別毎に決定された複数の絶対値を有し、前記移動端末が現在使用中のサービス種別に対
応する絶対値と前記現在の前記移動端末の通信品質値との比較を行うように構成すること
ができる。
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【００２１】
　また、本発明の他の態様において、前記制御手段は、特定の通信エリアに対して干渉波
となる電波を送信する通信エリアに関して、当該通信エリアに接続中の移動端末に対する
強制的なハードハンドオーバを実施するための実施条件を有しており、当該実施条件が満
たされた場合に、前記移動端末に対する強制的なハンドオーバ先の決定を行うように構成
することができる。
【００２２】
　また、本発明の他の態様は、少なくとも二つの前記実施条件に対して優先順位が予め決
められており、二つの前記実施条件の夫々が満たされた場合には、前記優先順位に従って
、優先順位の高い実施条件に関連する前記強制的なハンドオーバが実施されるように構成
することができる。
【００２３】
　また、本発明の他の態様は、前記実施条件は、前記特定の通信エリアにおける他のエリ
アからの干渉の影響が大きくなることが示唆される条件であるように構成することができ
る。
【００２４】
　なお、上記した制御手段及びハンドオーバの実施手段は、夫々の通信エリアにおける基
地局が備える構成とすることができる。通信エリアは、例えば、セル及びセクタの少なく
とも一方を含むことができる。
【００２５】
　なお、本発明は、上述した移動通信システムのみならず、移動通信システムにおける干
渉制御方法の発明、或いは、移動通信システムにおける基地局(装置)の発明としても成立
する。
【００２６】
　本発明において、「基地局」は、一つの通信エリアを管理する単位として用いる。よっ
て、複数のセクタアンテナを持つ単一の基地局(装置)における各セクタに関する部分は、
夫々本発明の「基地局」を構成する。もちろん、単一セルを通信エリアとして有する基地
局は、本発明の「基地局」を構成する。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、従来とは異なる方法により、特定エリア(着目エリア)に対して、適正
に干渉波の影響低減を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１Ａ】ダウンチルト調整による干渉抑制の例（適応前：チルト調整前）を示す。
【図１Ｂ】ダウンチルト調整による干渉抑制の例（適応後：チルト調整後）を示す。
【図２Ａ】アンテナ方向調整による干渉抑制の例（適応前：方向調整前）を示す。
【図２Ｂ】アンテナ方向調整による干渉抑制の例（適応後：方向調整後）を示す。
【図３Ａ】送信電力制御による干渉抑制の例（適応前：電力制御なし）を示す。
【図３Ｂ】送信電力制御による干渉抑制の例（適応後：電力制御あり）を示す。
【図４】本発明の実施形態を適用可能な移動通信システムの例を示す。
【図５】図４に示した移動通信システムで、本発明の実施形態に係る干渉制御方法が適用
された様子を示す。
【図６Ａ】本発明の実施形態に係る干渉制御方法を実現するためのフロー例を示す。
【図６Ｂ】本発明の実施形態に係る干渉制御方法を実現するためのフロー例を示す。
【図７】干渉制御の開始条件及び停止条件を含む条件テーブルの設定例を示す。
【図８】相対値テーブルの設定例を示す。
【図９】優先度テーブルの設定例を示す。
【図１０】絶対値テーブル(QoS毎の品質絶対値)の設定例を示す。
【図１１】実施形態に係る干渉制御方法(ＨＯ処理)のフロー例を示す。
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【図１２】実施形態における基地局の構成例を示す。
【図１３Ａ】実施形態の具体例１(ハンドオーバ前)を示す。
【図１３Ｂ】実施形態の具体例１(ハンドオーバ後)を示す。
【図１４Ａ】具体例１における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図１４Ｂ】具体例１における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図１４Ｃ】具体例１における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図１５Ａ】具体例１における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図１５Ｂ】具体例１における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図１５Ｃ】具体例１における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図１６】具体例１における絶対値テーブルを示す。
【図１７Ａ】実施形態の具体例２(ハンドオーバ前)を示す。
【図１７Ｂ】実施形態の具体例２(ハンドオーバ後)を示す。
【図１８】具体例２における条件テーブルを示す。
【図１９】具体例２における優先度テーブルを示す。
【図２０Ａ】具体例２における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図２０Ｂ】具体例２における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図２０Ｃ】具体例２における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図２１Ａ】具体例２における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図２１Ｂ】具体例２における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図２１Ｃ】具体例２における基地局のセクタに関する相対値テーブルを示す。
【図２２】具体例２における絶対値テーブルを示す。
【符号の説明】
【００２９】
Ａ，Ｂ，Ｃ・・・セクタ
ＳＡ，ＳＡ１・・・着目エリア(特定エリア)
１１，１２，１３・・・基地局
１４・・・基地局制御装置
１５・・・移動局(移動端末)
２０・・・基地局(装置)
２１・・・送受信アンテナ
２２・・・送受信部
２３・・・測定部
２４・・・制御部
２５・・・記憶部
３０・・・基地局制御装置
３１，３２・・・基地局
３５・・・移動局(移動端末)
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態を説明する。実施形態の構成は例示であり、本
発明は実施形態の構成に限定されない。
【００３１】
　実施形態に係る移動通信システムは、或る基地局の或るセクタ(セル)に接続中の移動局
(Mobile Station)を、基地局(Base Station)又は基地局制御装置（Base Station Control
ler）（単に基地局の上位装置であり得る）にて、干渉を与える方向を考慮した上で、あ
る特定の条件を満たした場合に、強制的に他の基地局もしくは同一基地局の他のセクタに
ハードハンドオーバさせる機能を有する。　これによって、特定方向（例：街側、干渉エ
リア、重要エリア）への下り回線の干渉量を極力減らし、かわりに他の方向（例：山側、
低干渉エリア、低重要度エリア）への下り回線の干渉量をあえて犠牲にすることで、エリ
ア全体の干渉量を適切に分散させることができる。このため、ある着目するエリアにおけ
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る干渉を抑制することができる。
【００３２】
　別の側面では、複数のセクタを形成する第１の基地局の第１のセクタの方向に形成可能
な第１の無線エリアと、複数のセクタを形成する第２の基地局の第２のセクタの方向に形
成可能な第２無線エリアとの重複エリアに位置する移動端末が、第１の基地局と無線通信
を行う方が第２の基地局と無線通信を行うよりも良好な無線通信が行なえる場合における
　通信制御方法において、第１のセクタの方向の方が、第２のセクタの方向よりも所定の
エリアに向けてより広く面している場合に、移動端末を第２のセクタ方向に形成可能な第
２の無線エリアで第２の基地局と無線通信を行うように制御する。
【００３３】
　図４は、本発明の実施形態を適用可能な移動通信システムの通信環境を示し、図５は、
図４に示した移動通信システムに本発明の実施形態に係る干渉制御機能(干渉抑制機能)を
実施した場合の例を示す。
【００３４】
　図４において、移動通信システムは、複数の(図４では３つの)基地局１１，１２及び１
３と、各基地局１１,１２及び１３が接続された基地局制御装置（基地局の上位装置）１
４とを備えている。
【００３５】
　各基地局１１，１２及び１３は、夫々３つのセクタアンテナを備えており、各基地局の
通信エリア(セル)が、３つのセクタアンテナによって３つのセクタに夫々分割されている
。図４に示す例では、各セクタアンテナのカバーする方向(角度)は、基地局間で同じに設
定されている。但し、各基地局におけるセクタアンテナのカバーする角度範囲は任意に決
定することができる。
【００３６】
　図４において、基地局１１，１２及び１３の通信エリアは相互に隣接している。ここで
、セクタアンテナ１１ａでカバーされるセクタ(セクタ１１Ａ)に在圏する移動局１５が、
基地局１１のセクタ１１Ａに接続し、セクタアンテナ１１ａから移動局１５へ向けて電波
が放射されている場合を仮定する。尚、セクタの方向とは、基地局のアンテナから放射さ
れる電波が広がっていく方向である。
【００３７】
　セクタアンテナ１１ａから放射される電波は、移動局１５に対しては希望波となる。こ
れに対し、基地局１１に隣接する基地局１３のセクタアンテナ１３ａでカバーされるセク
タ(セクタ１３Ａ)に対しては、セクタアンテナ１１ａからの電波は干渉波となり得る。セ
クタの方向がセクタ１３Ａにより形成される無線エリアを含んでいるからである。
【００３８】
　このように、図４に示す例では、基地局１１のセクタ１１Ａに接続中の移動局１５が存
在することによって、着目するエリア(基地局１３のセクタ１３Ａ：符号Ｘ)における干渉
量が高くなっている。特に、基地局１３のセクタ１３Ａでは、多数の(例：２０)の移動局
が当該セクタ１３Ａに接続しており、干渉波の影響が大きい状態にある。もちろん、移動
局の数に関わらず、セクタ１３Ａにおいて干渉を避けたいエリアが存在することもある。
【００３９】
　そこで、図５に示すように、本発明の実施形態による干渉制御を実施する。即ち、移動
局１５を、基地局１１のセクタ１１Ａから基地局１２のセクタ１２Ｃに接続させる（初期
接続、ハンドオーバ）させる。この場合、移動局１５は、基地局１２のセクタアンテナ１
２ｃから希望波を受信することができる。一方、セクタアンテナ１２ｃからセクタ１２Ｃ
の外へ放射される干渉波は、基地局１１の通信エリア外に存する湖のような重要性の低い
エリアに向かう。即ち、セクタ１２Ｃの方向は、干渉を避けたいセクタ１３Ａの無線エリ
アをあまり含んでいない（セクタ１１Ａの方向と比べて、セクタ１３Ａの無線エリアを含
む率が低い）。
【００４０】
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　これによって、着目するエリア(特定エリア：セクタ１３Ａ)に対する干渉量を低下させ
ることができる。このとき、周辺のエリア(セクタ)に与える干渉波の影響を低く抑えるこ
とが可能な接続先（ハンドオーバ先(ＨＯターゲット)）を選択することができる。
【００４１】
　その際、セクタ１２Ｃの方向に形成される無線エリアが広くなるように、送信電力を上
げて、移動局１５に無線信号を送信することもできる。
【００４２】
　尚、ハンドオーバ制御として、例えば、移動局１５が基地局１１、１２から受信した受
信信号の品質について基地局１１に報告させ（移動局１５は基地局１１と無線接続してい
るとする）、基地局１１のセクタ１１Ａから受信した信号の方が基地局１２のセクタ１２
Ｃから受信した信号よりも受信品質が良いが、基地局１２のセクタ１２Ｃでも無線通信が
可能な状態であると判断すると、移動局１５に対して基地局１２のセクタ１２Ｃにハンド
オーバするように基地局１１が指示する制御信号を送信することもできる。
【００４３】
　例えば、セクタ１１Ｂ，１１Ｃのように、そのセクタ方向が干渉を避けたいエリア(例
えばセクタ１３Ａ)を含まない場合に適用されるハンドオーバを許容する基準（例えば、
通信中基地局との間の無線品質Ｑ１＜ハンドオーバ先基地局との間の無線品質Ｑ２）に対
して、セクタ１１Ａからセクタ１２Ｃにハンドオーバする際に適用される基準を緩くする
（例えば、通信中基地局との間の無線品質Ｑ１―△Ｑ＜ハンドオーバ先基地局との間の無
線品質Ｑ２、とする）のである。
【００４４】
　尚、ハンドオーバでなく、初期接続先を制御する際には、基地局１１、１２は、報知情
報により、セクタ１１Ａに対してセクタ１２Ｃで待ち受ける方がより緩い条件であること
を移動局１５に通知すればよい。
【００４５】
　図４及び図５に示した例において、無線通信方式としてＷｉＭＡＸ(Worldwide Interop
erability for Microwave Access)システムを採用した場合における作用効果について説
明する。ここでは、周波数プランニングによって、基地局１１のセクタ１１Ａには周波数
Ａが割り当てられ、セクタ１１Ｂには周波数Ｂが割り当てられ、セクタ１１Ｃには周波数
Ｃが割り当てられていると仮定する。基地局１２及び１３に関しても同様に、セクタ１２
Ａ及び１３Ａには周波数Ａが割り当てられ、セクタ１２Ｂ及び１３Ｂには周波数Ｂが割り
当てられ、セクタ１２Ｃ及び１３Ｃには周波数Ｃが割り当てられているものと仮定する。
【００４６】
　いま、着目するエリアとしての基地局１３のセクタ１３Ａに接続中の複数の移動局(例
えば２０台の移動局)が存在したと仮定する。このとき、図４に示す状態では、基地局１
１のセクタ１１Ａには、移動局１５のために電波がセクタアンテナ１１ａから常時送信さ
れる。このため、着目エリア(セクタ１３Ａ)に大きな干渉が生じている。
【００４７】
　この状態において、着目エリア(セクタ１３Ａ)内における、移動局１５が使用している
周波数Ａ内の帯域での、希望波対干渉波電力比(Signal-to-Interference power Ratio: S
IR)は、以下の式(１)で与えられる。
【００４８】
　ＳＩＲ＝　受信電力(基地局１３のセクタ１３Ａ)／
　　　　　　受信電力(基地局１１のセクタ１１Ａ)＋熱雑音
　　　　　・・・(１)
　例えば、伝搬損失とアンテナ方向とを加味した上で、それぞれの基地局からの受信電力
の差に１０[ｄＢ]の差があり、かつ受信電力が高く、熱雑音が十分無視できるものと仮定
する。この場合には、着目エリア(セクタ１３Ａ)内の、移動局１５が使用している周波数
Ａ内の帯域におけるＳＩＲは１０[ｄＢ]となる。
【００４９】
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　これに対し、図５に示したように、移動局１５の接続先を基地局１１のセクタ１１Ａか
ら基地局１２のセクタ１２Ｃに強制的に切り替えるハードハンドオーバを実施する。する
と、移動局１５の存在が原因となっていた、着目エリア(セクタ１３Ａ)に与える干渉がな
くなる(セクタ１３Ａとセクタ１２Ｃとで周波数が異なるため)。
【００５０】
　このとき、着目エリア(セクタ１３Ａ)内の、移動局１５がハンドオーバ前に使用してい
た周波数Ａ内の帯域における、希望波対干渉波電力比(ＳＩＲ)は、以下の式(２)で与えら
れる。
【００５１】
　ＳＩＲ＝　受信電力(基地局１３のセクタ１３Ａ)／熱雑音
　　　　　・・・(２)
　例えば、着目エリア(セクタ１３Ａ)内において、希望波の受信電力と熱雑音との差が３
０[ｄＢ]の場合には、移動局１５が使用していた周波数Ａ内の帯域でのＳＩＲ(熱雑音含
む)は、そのまま３０[ｄＢ]となる。
【００５２】
　従って、着目エリア(セクタ１３Ａ)内の、移動局１５がハンドオーバ前に使用していた
周波数Ａ内の帯域におけるＳＩＲが、干渉抑制制御前と比べて２０[ｄＢ]改善する。この
結果、着目エリア(セクタ１３Ａ)内に存在する多くの移動局が高スループットを得るなど
の、高い通信品質を確保する機会に恵まれる。
【００５３】
　以上から、干渉制御が効果的に実施されれば、特にトラフィック分布、加入者分布、重
要エリア分布のような通信環境に偏りがあればあるほど、その改善度が非常に高いものに
なる。
【００５４】
　なお、強制的にハードハンドオーバされる移動局１５については、そのサービスをうけ
るための最低限必要な希望波受信電力(Received  Signal Code Power: RSCP)、又はＳＩ
Ｒが満たされている場合については、品質の劣化等の大きな影響を受けない(あるいは若
干の犠牲を許容する)ようにすることができる。
【００５５】
　図６Ａは、上述した移動通信システムにおける全体フローを示す。図６Ｂは、準備(Ｓ
１)の詳細を示すフローを示す。以下、フローにおける各ステップについて説明する。
【００５６】
　ステップＳ１では、最初に、基地局制御装置１４において、事前準備(事前の設定)を実
施する。
【００５７】
　図６Ｂにおいて、ステップＳ２では、基地局制御装置１４に対し、干渉制御機能を開始
及び停止するための条件と、その開始条件及び停止条件に対応する番号(“参照番号”と
称する)が与えられる。
【００５８】
　図７は、干渉制御機能の開始条件及び停止条件の設定例を示す。図７に示すように、基
地局ＩＤ(基地局及びセクタを特定する識別子)に対し、開始条件及びこれに関わる閾値と
、停止条件及びこれに関わる閾値と、採用する番号(参照番号)とが設定される。開始条件
及び停止条件は、例えば、時間帯に関する閾値と、平均送信電力に関する閾値とを含むこ
とができる。
【００５９】
　但し、干渉制御機能を常時適用する場合においては、図７に示したような条件を特に設
定する必要はない。
【００６０】
　ステップＳ３では、各基地局の各セクタに関して、ハンドオーバ先の基地局及びステッ
プＳ２で与えた参照番号毎に、品質の相対値[ｄＢ]を設定する。相対値は、ステップＳ２
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０(図６Ａ)にて強制的なハンドオーバを実施するかどうかを判断するために使用される。
【００６１】
　図８に相対値の設定例を示す。図８は、基地局ＩＤ(基地局及びセクタの識別子)に対し
て、ハンドオーバ先(ＨＯターゲット)の基地局ＩＤと、各参照番号に対応する品質の相対
値[ｄＢ]とが設定されたテーブル例を示す。
【００６２】
　図８に示す品質の相対値は、零(０)を基準としたハンドオーバの難易度を示す。相対値
の値が大きい程、そのハンドオーバ先にハンドオーバし易い。相対値の値が小さい程、そ
のハンドオーバ先にハンドオーバしにくい。このように、相対値は、複数のハンドオーバ
先候補がハンドオーバ先として決定されるための重みとして機能する。
【００６３】
　また、相対値の値が０[ｄＢ]のときは、干渉制御機能を使用しない場合と同じ結果とな
る。この相対値の値を操作することで、所望のＨＯターゲットへ移動局をハンドオーバさ
せることができる。
【００６４】
　図６Ｂに戻って、ステップＳ４では、ステップＳ２で与えた参照番号に優先順位を与え
る。図９に優先順位の設定例を示す。図９に示すように、優先度を示す値に対して、参照
番号が割り当てられる。即ち、優先度値と参照番号との対応付けが行われる。
【００６５】
　ステップＳ５では、ハンドオーバ先の品質に対する、絶対値の閾値がＱｏＳ(Quality o
f Service)毎に与えられる。図１０に品質の絶対値の設定例を示す。図１０には、ＱｏＳ
(サービス種別)に対応する絶対値(ハンドオーバ実施後の品質の計算値)が設定された表が
示されている。
【００６６】
　図７～図１０に示した情報は、例えば基地局制御装置が備える制御装置(コンピュータ)
に対して設定される。制御装置は、ＣＰＵのようなプロセッサ、ＲＡＭのような主記憶装
置、ハードディスクのような二次記憶装置，入出力装置(Ｉ／Ｏ)等から構成され、上記し
た情報は、例えば二次記憶装置内に格納される。格納された情報は、基地局制御装置の配
下の各基地局に分配される。各基地局では、強制的なハンドオーバの実施、ハンドオーバ
先の決定において、分配された情報が参照される。
【００６７】
　ステップＳ２～Ｓ５の処理が終了すると、ステップＳ１の準備が終了し、処理が図６Ａ
のステップＳ６に進む。
【００６８】
　ステップＳ６以降の処理は、例えば、各基地局で実施される。但し、基地局制御装置が
配下の各基地局からの報告を受け付けて、その報告内容に基づいて、各基地局に関するス
テップＳ６以降の処理を実施するように構成することもできる。
【００６９】
　ステップＳ６では、図７に示したような情報(表)が参照され、干渉制御機能を実施する
ための複数の開始条件のうちの少なくとも一つが満たされたか否かが判定される。
【００７０】
　ステップＳ７では、ステップＳ６で少なくとも一つの開始条件が満たされた場合に、干
渉制御機能(強制的ハンドオーバ実施制御)の実施が開始される。
【００７１】
　ステップＳ８では、干渉制御機能を実施する基地局制御装置の配下の各基地局から、そ
の基地局配下の移動局に対し、定期的な品質報告(定期報告)の開始指示を与える。これに
よって、移動局から基地局に対し、所定周期で定期報告が送信される。定期報告の周期と
して、任意の値が設定される(例：４秒)。ただし、このような指示がなくても、移動局が
基地局に定期報告を送信する設定が与えられている場合には、当該ステップＳ８は不要で
ある。
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【００７２】
　ステップＳ９では、図７に示したような情報(表)が参照され、干渉制御機能を実施する
ための全ての停止条件が満たされた否かを判定する。
【００７３】
　ステップＳ１０では、全ての停止条件が満たされていないと判定された場合に、移動局
からの品質の報告の有無が確認される。
【００７４】
　ステップＳ１１では、ステップＳ１０において、移動局からの定期報告が到着している
と判定された場合に、その移動局に対するハンドオーバ処理を開始する。
【００７５】
　ステップＳ１２では、ステップＳ９にて、全ての停止条件が満たされたと判定された場
合に、干渉制御機能を停止する。
【００７６】
　ステップＳ１３では、各基地局から配下の移動局に対し、定期報告停止の指示を送信す
る。ただし、定期報告が干渉制御機能の開始及び停止と無関係である場合には、ステップ
Ｓ１３は不要である。
【００７７】
　図１１は、図６Ａに示したステップＳ１１のハンドオーバ(ＨＯ)処理の詳細を示すフロ
ーチャートである。
【００７８】
　ステップＳ１４では、移動局からの定期報告の内容(品質接続先、品質HO先、ＱｏＳ等)
を基地局が確認する。
【００７９】
　ステップＳ１５では、図８及び図１０に示した情報(表)が参照され、複数のハンドオー
バ先から、ハンドオーバ先(ＨＯターゲット)の品質がステップＳ５で与えた閾値(ＱｏＳ
の絶対値)を超えるハンドオーバ先、及びハンドオーバ先(ＨＯターゲット)の品質が接続
先(ＨＯソースとなる基地局)の品質を上回る場合のハンドオーバ先が、ハンドオーバ先の
候補として抽出される。
【００８０】
　即ち、以下の判定式を満たすハンドオーバ先を抽出する。
【００８１】
　判定式：品質HO先≧絶対値QoS または
　　　　　品質接続先≦品質HO先
　ステップＳ１６では、ハンドオーバ先の数を“Ｎ”に設定する。
【００８２】
　ステップＳ１７では、ハンドオーバ先(ＨＯターゲット)の有無を確認する。
【００８３】
　ステップＳ１８では、引数“Ｍ”を１に設定する。
【００８４】
　ステップＳ１９では、図８及び図９に示した情報(表)が参照され、ハンドオーバ先の品
質(品質HO先)と、ハンドオーバ先の相対値の中で開始条件を満たしている最も優先度の高
い相対値とを合計した値(但し対数の場合)が、Ｍ番目となる(現在のＭの値に対応する)ハ
ンドオーバ先を抽出する。
【００８５】
　ステップＳ２０では、図８に示した情報(表)が参照され、ステップＳ１９で抽出された
ハンドオーバ先に対して、Ｍの現在値に対応するハンドオーバ先の品質と、ハンドオーバ
先の相対値の中で開始条件を満たしている最も優先度の高い相対値とを合計した値(但し
対数の場合)が、接続先の品質を満たしている場合に、ハンドオーバが実施される。
【００８６】
　即ち、以下の判定式〈１〉が満たされる場合に、ハンドオーバが実施される。
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【００８７】
　判定式〈１〉：品質接続先≦（品質HO先＋相対値HO先、優先度ノ高イ番号）
　ステップＳ２１では、ステップＳ２０が満たされた場合に、ハンドオーバ先へのハンド
オーバが実施可能かどうかを確認(判定)する。これはハンドオーバ先の無線リソースの枯
渇状況などによって変化し、本実施形態の干渉制御とは関係なく実施される。
【００８８】
　ステップＳ２２では、ステップＳ２１が満たされた場合に、ハンドオーバ先(ＨＯター
ゲット：対象局)へのハンドオーバを実施する。なお、移動局が他の基地局制御装置配下
の基地局のエリア(セクタ)に移動した場合には、その基地局制御装置の指示に従った処理
が行われる。
【００８９】
　ステップＳ２３は、ステップＳ２１にてハンドオーバが実施できないと判定された場合
に実行される処理であり、Ｍの現在値に１を加算する。
【００９０】
　ステップＳ２４では、引数Ｍの値が全てのハンドオーバ先の数であるＮよりも大きな値
になったかどうかが判定される(判定式：Ｍ＞Ｎ)。
【００９１】
　〈基地局の構成〉
　図１２は、ハンドオーバ処理に関する基地局(基地局装置)の構成例を示す。図１２にお
いて、基地局２０は、送受信アンテナ２１と、無線信号の送受信処理及び信号の変復調処
理を行う送受信部２２と、平均送信電力の測定や、無線リソースの使用状況の管理を行う
測定部２３と、制御部２４と、記憶部２５とを備える。
【００９２】
　記憶部２５には、干渉制御の開始・停止の各種条件(図７)、相対値HO先、番号を含むテ
ーブル(図８)、ＱｏＳの絶対値(図１０)、及び優先度(図９)を示す情報が予め格納される
。このような情報は、図６Ｂに示した処理を通じて基地局制御装置上で作成された情報を
、制御部が基地局制御装置から受信して記憶部２５に格納する。また、記憶部２５は、制
御部２４によって実行される図６Ａ，図１１に示すような処理を実行するためのプログラ
ムを格納している。
【００９３】
　制御部２４は、ＣＰＵのようなプロセッサ、ＲＡＭのような主記憶、入出力装置(Ｉ／
Ｏ)等からなり、記憶部２５に記憶されたプログラムを実行することによって、ハンドオ
ーバ制御を含む干渉制御を実行する。
【００９４】
　すなわち、制御部２４は、ハンドオーバの可否の判定（ハンドオーバ先の無線リソース
の確認等）のみならず、干渉制御機能の開始・停止のための条件式や、強制的なハンドオ
ーバを実施するための条件式などを有し、図６Ａ、図１１に示された処理を実行する。
【００９５】
　ここに、強制的なハードハンドオーバは、基地局における(物理的な)無線リソースの使
用率等ではなく、(エリア的な)干渉を抑える方向で決定される。これが、本実施形態にお
ける干渉制御の大きなポイントである。このため、基地局の無線リソースの輻輳軽減やユ
ーザの最低の帯域確保などを目的としたハンドオーバとは目的が大きく異なる。
【００９６】
　本実施形態における干渉制御機能は、移動通信ネットワークでの、トラフィック分布、
加入者分布、重要エリア分布などに偏差があり、偏差が大きい程、大きな干渉抑制効果を
奏することができる。
【００９７】
　なお、図１２に示した基地局の構成は、１つのセクタ(セル)についてのハンドオーバを
実施するための構成を示し、一つの基地局装置が複数のセクタアンテナを有する場合には
、例えば、図１２に示した構成が、セクタ毎に用意される。但し、制御部２４及び記憶部
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をセクタ間で共用することができる。
【００９８】
　〈具体例１〉
　以下、上述した干渉制御の具体例を説明する。図１３Ａは、具体例１が適用される移動
通信システムを示す。図１３Ａにおいて、移動通信システム(移動通信網)は、基地局制御
装置(ＲＮＣ)３０と、この基地局制御装置３０の配下にある基地局(ＢＳ)２１及び基地局
(ＢＳ)２２とを有している。
【００９９】
　基地局２１は、セクタアンテナＡ，Ｂ，Ｃを有し、これらのセクタアンテナＡ，Ｂ，Ｃ
に対応する３つの通信エリア(セクタＡ，Ｂ，Ｃ)を備えている。図１３Ａには、基地局３
１を中心とした楕円が基地局Ａを中心に三つの扇形に分割されたセクタＡ，Ｂ，Ｃが模式
的に示されている。
【０１００】
　基地局２２は、基地局２１と同様に、セクタアンテナＡ，Ｂ，Ｃを有し、これらのセク
タアンテナＡ，Ｂ，Ｃに対応する３つの通信エリア(セクタＡ，Ｂ，Ｃ)を備えている。図
１３Ａには、基地局２２を中心とした楕円が基地局２２を中心に三つの扇形に分割された
セクタＡ，Ｂ，Ｃが模式的に示されている。
【０１０１】
　基地局３１の通信エリア(セクタ)は、基地局２２の通信エリア(セクタ)に隣接しており
、その一部が重なっている。具体的には、基地局２１のセクタＣが基地局３２のセクタＡ
及びセクタＢとオーバラップしている。また、基地局２１のセクタＣのセクタ方向は、基
地局２２のセクタＢのセクタ方向よりも着目エリアＳＡ(基地局２２のセクタＣ)に向かっ
て広く面した状態となっている。
【０１０２】
　但し、各セクタアンテナから送信される電波の到達範囲(無線エリア)は、そのセクタ方
向によって、対応する通信エリア(セクタ)にとどまらず、隣接する通信エリア(セクタ)や
、その更に遠方まで到達する場合がある。このような、所定の通信エリア(セクタ)外に到
達する電波が、所定の通信エリアと異なる通信エリアにおいて、干渉波として作用するこ
とがある。例えば、基地局２１のセクタアンテナＣから送信される電波が、基地局２２の
セクタＢを通過して、基地局２２のセクタＣの一部に干渉波として到達することがある。
【０１０３】
　以下を前提として、干渉制御機能の具体例１を説明する。
(１)  移動局２５が基地局３１のセクタＣに接続されている。
(２)  ここで、基地局２２のセクタＣに着目すると、この基地局２２のセクタＣ(着目エ
リアＳＡ)には、基地局２１のセクタアンテナＣから送信された強い干渉波が到達してい
る。
(３)  図１３Ａに示す移動通信システム(ネットワークシステム)では、干渉制御機能は常
時実施されるように設定されている。
(４)  図１３Ａに示す移動通信システムで適用される通信方式としては、ＯＦＤＭＡ(Ort
hogonal Frequency Division Multiple Access)を採用するＷｉＭＡＸ(Worldwide Intero
perability for Microwave Access)システムを想定する。
(５)  基地局２１及び２２のセクタＡには、周波数ａが割り当てられており、基地局２１
及び２２のセクタＢには、周波数ｂが割り当てられており、基地局２１及び２２のセクタ
Ｃには、周波数ｃが割り当てられている。
【０１０４】
　《相対値の設定》
　基地局３１には、図１４Ａ，図１４Ｂ，図１４Ｃに示されるような、セクタＡ，Ｂ，Ｃ
に対応する１以上のハンドオーバ先(HO target)の相対値(デフォルトの閾値)が設定され
たテーブルが予め格納される。また、基地局３２には、図１５Ａ，図１５Ｂ，図１５Ｃに
示されるような、セクタＡ，Ｂ，Ｃに対応する１以上のハンドオーバ先(HO target)の相
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対値(デフォルトの閾値)が設定されたテーブル(相対値テーブルと称する)が予め格納され
る。各相対値テーブルは、図１２に示した記憶部において、ハンドオーバ制御に際して参
照されるハンドオーバテーブルの一部として格納される。
【０１０５】
　相対値は、０を基準として、エリア(セクタ)の重要度が低いほど大きく、エリアの重要
度が高いほど小さくなるように設定する。これによって、相対値が大きいエリアが優先的
にハンドオーバ先として決定されることができる。
【０１０６】
　図１４及び図１５において、対となるハンドオーバ先には、ハンドオーバの繰り返しを
避けるために、反転した値が与えられる。例えば、図１４Ｃに示す基地局３１のセクタＣ
の相対値テーブルには、ハンドオーバ先として基地局３２のセクタＢが設定されており、
相対値として１．５［ｄＢ］が設定されている。これに対し、図１５Ｂに示す基地局３１
のセクタＢの相対値テーブルには、ハンドオーバ先として基地局３１のセクタＣが設定さ
れている。このとき、基地局３１のセクタＣと基地局３２のセクタＢとが対をなす。この
ため、図１５Ｂに示すように、基地局３１のセクタＣに対する相対値として、－１．５[
ｄＢ]が設定されている。
【０１０７】
　この場合、基地局３１のセクタＣから基地局３２のセクタＢへのハンドオーバは容易で
あるのに対し、基地局３２のセクタＢから基地局３１のセクタＣへのハンドオーバは容易
でないことがわかる。
【０１０８】
　また、干渉制御機能の実施時において、強制的なハンドオーバのハンドオーバ先とする
ことを望まない(強制的ハンドオーバの作動対象としない)セクタについては、相対値とし
て０[ｄＢ]が設定される。
【０１０９】
　《絶対値の設定》
　基地局３１及び３２の記憶部には、予め、ＱｏＳ(サービス種別)毎に干渉制御機能を実
施するか否かを判定するための品質の絶対値が設定される。図１６は、具体例１に適合し
た設定例を示す。図１６に示す例では、品質の基準として希望波対干渉波電力比[ｄＢ]が
適用されている。また、説明を簡単にするために、全ての基地局(基地局３１及び３２の
全セクタ)に一律の絶対値が適用されるものと仮定する。
【０１１０】
　《ハンドオーバ制御(干渉制御)》
　以下、基地局３１におけるハンドオーバ処理について説明する。基地局３１は、強制的
なハンドオーバ処理を実行する。基地局３１は、図１２に示した基地局２０と同様の構成
(但し３つのセクタアンテナを有する)を有することができ、ハンドオーバ処理は、図１２
に示したような制御部２４を中心として実行される。
【０１１１】
　干渉制御機能の実施下では、移動局３５は、接続先の基地局(基地局３１)に対して、定
期的な報告を行う。基地局３１では、定期報告の内容確認を行う。例えば、基地局３１が
移動局３５から以下の定期報告を受信したと仮定する。
(ａ)  現在接続中の基地局３１のセクタＣからの希望波対干渉波電力比(ＳＩＲ)が４．０
[ｄＢ]である。
(ｂ)  ＨＯターゲットとなり得る、基地局３１のセクタＢ(以下、候補１と表記すること
もある)からのＳＩＲが２．２[ｄＢ]であり、基地局３２のセクタＢ(以下、候補２と表記
することもある)からのＳＩＲが２．８[ｄＢ]である。
(ｃ)現在のＱｏＳクラスがＱｏＳ－１(ベストエフォート：図１６のＱｏＳ－１参照)であ
る。
【０１１２】
　基地局３１の制御部２４は、例えば、記憶部２５(図１２)上に格納されている相対値テ



(15) JP 5136563 B2 2013.2.6

10

20

30

40

50

ーブル(図１４Ｃ)を参照し、基地局３１のセクタＢ(候補１)，及び基地局３２のセクタＢ
(候補２)に対応する相対値を確認する。このとき、制御部２４は、図１４Ｃに示されるよ
うに、基地局３１のセクタＢ(候補１)に対応する相対値は２．０［ｄＢ］であり、基地局
３２のセクタＢ(候補２)に対応する相対値が１．５[ｄＢ]であると認識することができる
。
【０１１３】
　次に、基地局３１の制御部２４は、ハンドオーバ先の品質とハンドオーバ先に対応する
相対値との和が、接続先の品質を越えているか否かを、以下の判定式を用いて確認する。
【０１１４】
　判定式(対数)：品質接続先≦（品質HO先＋相対値HO先）
具体的な数字の当てはめは、以下の通りとなる。
【０１１５】
　基地局３１のセクタＣ＿４．０[ｄＢ] ≦ 基地局３１のセクタＢ(候補１)＿２．２[ｄ
Ｂ] ＋ 相対値２．０[ｄＢ]  ＝ ４．２[ｄＢ]
　基地局３１のセクタＣ＿４．０[ｄＢ] ≦ 基地局３２のセクタＢ(候補２)＿２．８[ｄ
Ｂ]  ＋ 相対値１．５[ｄＢ] ＝　４．３[ｄＢ]
　この結果、候補１及び候補２の双方とも、接続先(基地局３１のセクタＣ)のＳＩＲ値を
超えていることがわかる。よって、基地局３１の制御部２４は、候補１及び候補２の一方
を移動局３５のＨＯターゲットとして決定することができる。もし、或る候補の（品質HO

先＋相対値HO先）の値が品質接続先の値以下であれば、その候補は、ＨＯターゲットとし
て選択されない。
【０１１６】
　ここでは、基地局３１の制御部２４は、（品質HO先＋相対値HO先）の値が最も高い候補
２(基地局３２のセクタＢ)への強制的なハードハンドオーバを実施することを決定し、そ
の準備を行う。
【０１１７】
　ＨＯの準備の前に、ＨＯ実施を決定した候補(ここでは候補２)のＳＩＲ値がＨＯ実施後
の品質の絶対値(ＱｏＳの絶対値)より大きいか否かを制御部２４は判定する。すなわち、
制御部２４は、図１６に示したような絶対値テーブルを参照し、移動局３５の現在のＱｏ
Ｓクラス(ＱｏＳ－１)に対応するＱｏＳの絶対値(ここでは１．０[ｄＢ])よりも、候補２
のＳＩＲ値が大きいかを判定する。ここでは、候補２のＳＩＲ値は、ＱｏＳ－１の絶対値
よりも大きいので、ＨＯ準備が実行される。
【０１１８】
　もし、移動局３５のＱｏＳクラスがＱｏＳ－３(３．５[ｄＢ]：図１６)であった場合に
は、候補２の品質値(ＳＩＲ)２．８[ｄＢ]は、ＱｏＳ－３の絶対値(３．５[ｄＢ])以下と
なるので、ＨＯ準備は中止され、移動局３５の強制的なＨＯは実施されない。但し、候補
２の品質が、接続先の品質よりもよい場合には、強制的なＨＯが実施されるようにしても
良い。
【０１１９】
　ＨＯ準備において、基地局３１は、移動局３５に対し、ＨＯターゲットである基地局３
２のセクタＢへのハードハンドオーバ要求の送信を指示する。基地局３１は、移動局３５
からのハードハンドオーバ要求メッセージを受信すると、ＨＯターゲットへのＨＯ処理を
行う。
【０１２０】
　ＨＯ処理において、移動局３５は、ＨＯターゲット(基地局３２のセクタＢ)から、その
ＨＯターゲットにおける無線リソースの枯渇のような理由により、ＨＯを拒否されること
がある。この場合、移動局３５は、ＨＯソースである基地局３１に対して、ＨＯが拒否さ
れたことを通知する。
【０１２１】
　このとき、基地局３１の制御部２４は、移動局３５に対して、候補１(基地局３１のセ
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クタＢ)へのＨＯを指示することができる。移動局３５は、指示に従って、候補１へのＨ
Ｏ処理を実行することができる。
【０１２２】
　候補２へのＨＯが受け入れられた場合には、ハードハンドオーバによって、移動局３５
の接続先が、基地局３１のセクタＣから基地局３２のセクタＢへ切り替えられる。
【０１２３】
　図１３Ｂに、強制的なハンドハードオーバ後の様子を示す。図１３に示すように、移動
局３５のハードハンドオーバによって、基地局３１のセクタアンテナＣから、移動局３５
向けの電波が送信されなくなる。このため、基地局３１のセクタアンテナＣから移動局３
５向けの電波(干渉波)が基地局３２のセクタＣ(着目エリアＳＡ(特定エリア))に到達しな
くなる。よって、基地局３２のセクタＣ(着目エリアＳＡ)に対する基地局３１のセクタＣ
からの干渉量が低減される。これによって、着目エリアＳＡでの通信環境が改善される。
【０１２４】
　なお、基地局３２のセクタアンテナＢからの電波の大半は、湖のような重要度の低いエ
リアに伝搬される。これによって、強制的なハードハンドオーバによって、ＨＯターゲッ
トのセクタから送信される電波が他のエリア(セクタ)に与える影響を可能な限り抑えるこ
とができる。
【０１２５】
　〈具体例２〉
　次に、干渉制御の具体例２について説明する。具体例２において、具体例１と同様の構
成に関しては、簡略化して説明する。図１７Ａは、具体例２が適用される移動通信システ
ムを示す。図１７Ａにおける移動通信システムの構成は、具体例１(図１３Ａ)とほぼ同様
であるので説明を省略する。
【０１２６】
　具体例２は、主に以下の点で具体例１と異なる。
(ａ)  干渉制御機能の開始及び停止条件が規定されている。
(ｂ)  複数の着目エリアＳＡ及びＳＡ１が考慮され、着目エリアＳＡ及びＳＡ１に対する
干渉制御の優先順位が規定されている。ここに、基地局３２のセクタＡのセクタ方向は、
基地局３１のセクタＣのセクタ方向よりも着目エリアＳＡ１に向かって広く面した状態と
なっている。
【０１２７】
　このため、基地局におけるハンドオーバ処理の詳細が具体例１と異なる。
【０１２８】
　以下を前提として、干渉制御機能の具体例２を説明する。
(１)  移動局３５が基地局３２のセクタＡに接続されている。
(２)  着目エリアＳＡ１が、基地局３２のセクタＡの延長線上に存在する。
(３)  図１７Ａに示す移動通信システム(ネットワークシステム)では、所定条件が満たさ
れた場合に干渉制御機能が実施される。
(４)  図１７Ａに示す移動通信システムで適用される通信方式としては、ＯＦＤＭＡ(Ort
hogonal Frequency Division Multiple Access)を採用するＷｉＭＡＸ(Worldwide Intero
perability for Microwave Access)システムを想定する。
(５)  基地局３１及び３２のセクタＡには、周波数ａが割り当てられており、基地局３１
及び３２のセクタＢには、周波数ｂが割り当てられており、基地局３１及び３２のセクタ
Ｃには、周波数ｃが割り当てられている。
【０１２９】
　《条件設定》
　基地局３１及び３２の記憶部２５(図１２)には、干渉制御機能を開始条件及び停止条件
と、そのような干渉制御機能を特定する番号(参照番号)との組合せを格納したテーブル(
条件テーブル)が予め格納される。
【０１３０】
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　図１８は、条件テーブルの例を示す。干渉制御機能の開始条件は、干渉量の増加を示唆
する条件でもある。開始条件として、以下のようなパラメータの一つ又は複数の組合せを
適用することができる。
(Ａ)  干渉量を直接的又は間接的に増加させる可能性がある(比例関係、又は高い相関関
係にある)時間帯
(Ｂ)  リソース使用率
(Ｃ)  トラフィック量
(Ｄ)  移動局群から報告された移動局群の品質(例えばＳＩＲ)の平均値
(Ｅ)  移動局群から報告された移動局群の品質(例えばＳＩＲ)の中央値
(Ｆ)  移動局群から報告された移動局群の品質(例えばＳＩＲ)の最低値
(Ｇ)  移動局群から報告された移動局群の品質(例えばＳＩＲ)のパーセンタイル
(Ｈ)  呼損率
(Ｉ)  呼切断率
(Ｊ)  平均送信電力
(Ｋ)  平均受信電力
(Ｌ)  平均セクタスループット
　図１８に示す例では、時間帯と平均送信電力の相対値とをトリガパラメータとし、両者
のうちの少なくとも一つが開始条件となる閾値を満たした場合に、干渉制御機能が開始さ
れる。
【０１３１】
　ここに、参照番号１は、図２０における着目エリアＳＡを想定して作成されており、参
照番号２は着目エリアＳＡ１を想定して作成されている。着目エリアＳＡは、具体例１(
図１３Ａ)で説明した着目エリアＳＡに相当する。例えば、着目エリアＳＡは、昼間に高
トラフィックが観測される地域(商店街のような商業地域)であり、着目エリアＳＡ１は夜
間に高トラフィックが観測される地域(飲食店街)であると仮定する。
【０１３２】
　このように、特定のエリア(着目エリア)に対する干渉抑制を想定した干渉制御の開始及
び停止条件を示す情報(干渉制御パターンと呼ぶ)のエントリを１以上格納した条件テーブ
ルを基地局や基地局制御装置の記憶装置に用意しておくことができる。干渉制御パターン
は参照番号を用いて特定される。
【０１３３】
　基地局３２の記憶部２５(図１２)には、干渉制御機能の対象となる着目エリアの識別情
報と、干渉制御機能の開始条件及び停止条件と、そのような干渉制御機能を特定する番号
(参照番号)との組合せ含むエントリを１以上格納したテーブル(条件テーブル)が予め格納
される。
【０１３４】
　これによって、時間帯によって他エリアからの干渉の影響が増減する特定エリアや、イ
ベントによって一時的に他エリアからの干渉の影響が多大となる特定エリアに対する干渉
制御に、柔軟に対応することが可能となる。
【０１３５】
　《優先度の設定》
　基地局３１及び３２の記憶部２５(図１２)には、条件テーブル(図１８)に設定された干
渉制御パターンのエントリに対する優先度が設定された優先度テーブルが予め格納される
。
【０１３６】
　図１９は、優先度テーブルの例を示す。図１９に示すように、優先度テーブルには、優
先度を示す順位(優先順位)に対応付けて、各エントリの参照番号が格納される。図１９に
示す例では、参照番号１の干渉制御パターンが参照番号２の干渉制御パターンよりも優先
して実施されることが規定されている。
【０１３７】
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　《相対値の設定》
　基地局３１の記憶部２５(図１２)には、図２０Ａ，図２０Ｂ及び図２０Ｃに示すような
相対値テーブルが格納される。また、基地局３２の記憶部２５には、図２１Ａ，図２１Ｂ
及び図２１Ｃに示すような相対値テーブルが格納される。
【０１３８】
　各相対値テーブルは、基地局のセクタ毎に用意される。相対値テーブルには、基地局の
セクタに関して、ＨＯターゲット(ハンドオーバ先)となりうる複数の基地局ＩＤが格納さ
れ、各基地局ＩＤについて、各参照番号(干渉制御パターン)に対応する相対値[ｄＢ]が格
納される。相対値の決定方法は、具体例１と同様である。
【０１３９】
　《絶対値の設定》
　基地局３１及び３２の記憶部には、予め、ＱｏＳ(サービス種別)毎に干渉制御機能を実
施するか否かを判定するための品質の絶対値が設定される。図２２は、具体例２に適合し
た設定例を示す。図２２に示す例では、品質の基準としてＳＩＲ[ｄＢ]が設定される。ま
た、説明を簡単にするために、全ての基地局(基地局３１及び３２の全セクタ)に一律の絶
対値が適用されるものと仮定する。
【０１４０】
　《ハンドオーバ制御》
　図１７Ａに示す移動通信システムにおいて、移動局３５は基地局３２のセクタＡに接続
している。ここで、基地局３２のセクタＡにて、例えば測定部２３(図１２)で測定される
平均送信電力が９０％となり、条件テーブル(図１８)で規定した参照番号２の開始条件(
平均送信電力８０％以上)が満足されたことを制御部２４が認識(判定)したと仮定する。
但し、この時点で、基地局３１のセクタＣにおける平均送信電力は、参照番号１の開始条
件を満たさない(８０％を下回る)ものと仮定する。
【０１４１】
　すると、基地局３２の制御部２４は、配下の移動局３５に対して、定期報告の送信指示
を与え、移動局３５から定期的に定期報告を受信する状態になる。ここに、基地局３２は
、移動局３５から以下のような定期報告を受け取ったと仮定する。
(ａ)  現在接続中の基地局３２のセクタＡからのＳＩＲ(接続先の品質)が４．９[ｄＢ]で
ある。
(ｂ)  ハンドオーバ先(ＨＯターゲット)となりうる、基地局３２のセクタＢ(候補１)から
のＳＩＲが４．６[ｄＢ]であり、基地局３１のセクタＣ(候補２)からのＳＩＲが４．８[
ｄＢ]である。
(ｃ)  現在のＱｏＳクラスはＱｏＳ－１(図２２に対応)である。
【０１４２】
　基地局３２の制御部２４は、相対値テーブル(図２１Ａ)を参照し、参照番号２に対応す
る候補１及び２の相対値を確認する。図２１Ａの参照番号２において、基地局３２のセク
タＢに対する相対値は１．０[ｄＢ]であり、基地局３１のセクタＣに対する相対値が０．
５[ｄＢ]であることがわかる。
【０１４３】
　なお、参照番号１は開始条件が満たされていないため、参照番号１に関する処理は実行
されない。ただし、もし参照番号１の開始条件が参照番号２の開始条件の双方が満たされ
ている場合には、図１９に示した優先度テーブルが参照され、優先度テーブルに設定され
た優先順位に従って、優先順位の高い参照番号に対する処理が実行される。即ち、参照番
号２ではなく、参照番号１に対する処理が実行される。
【０１４４】
　次に、基地局３２は、ハンドオーバ先(候補)の品質と、ハンドオーバ先(候補)に与えら
れた相対値の和が、接続先の品質を越えているかどうかを、以下の判定式を用いて確認す
る。
【０１４５】
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　判定式(対数)：品質接続先≦（品質HO先＋相対値HO先、優先度ノ高イ番号）
候補１及び候補２に対する判定式の当てはめ結果は、以下のようになる。
【０１４６】
　基地局３２のセクタＡ＿４．９[ｄＢ] ≦ 基地局３２のセクタＢ(候補１)＿４．６[ｄ
Ｂ] ＋ 相対値１．０[ｄＢ] ＝ ５．６[ｄＢ]
　基地局３２のセクタＡ＿４．９[ｄＢ] ≦ 基地局３１のセクタＣ(候補２)＿４．８[ｄ
Ｂ] ＋ ０．５[ｄＢ] ＝ ５．２[ｄＢ]
　上記したように、候補１及び候補２の夫々に関する和は、接続先の品質値よりも大きい
ので、候補１及び候補２の双方とも、ＨＯターゲットとしての適格性を有する。但し、最
終的なＨＯターゲットは一つであるので、候補１及び候補２から最終的なＨＯターゲット
が選択される。
【０１４７】
　ここでは、候補１に関する品質値と相対値との和(５．６ｄＢ)が、候補２に関する品質
値と相対値との和(５．２ｄＢ)よりも大きいので、基地局３２は、候補１を最終的なＨＯ
ターゲットとして選択し、ＨＯターゲットへのハードハンドオーバの準備を行う。
【０１４８】
　その後は、具体例１で説明した手順と同様の手順で、移動局３５の接続先が基地局３２
のセクタＡから基地局３２のセクタＢへハードハンドオーバされる。その様子を図１７Ｂ
に示す。これによって、着目エリアＳＡ１に到達する干渉波が低減され、着目エリアに対
する干渉量が低減される。
【０１４９】
　なお、具体例２における移動局３５が、基地局３１のセクタＣと基地局３２のセクタＡ
との重複範囲に位置しており、基地局３１及び３２の一方と初期接続を行い、無線通信を
行う場合において、以下のような手法を適用することができる。
【０１５０】
　例えば、着目エリアＳＡ１に対して基地局３２のセクタＡからの干渉量を低減すること
が要求される場合に、各基地局３１及び３２から送信される報知情報(報知信号)に、初期
接続先として基地局３２ではなく基地局３１と接続することを指示する制御信号を含める
。
【０１５１】
　言い換えれば、移動局３５が良好な無線通信のために基地局３１ではなく基地局３２と
接続すべき状況下であっても、移動局３５が基地局３１と接続するように制御を行う。こ
れによって、基地局３２が移動局３５向けに電波を放射し、この電波が着目エリアＳＡ１
に干渉するのを防ぐことができる。
【０１５２】
　《実施形態の作用効果》
　本実施形態では、セクタアンテナを使用し、かつハードハンドオーバを行う移動通信シ
ステムにおいて、ある基地局のあるセクタに接続中の移動局(Mobile Station)を、基地局
(Base Station)あるいは基地局制御装置（Base Station Controller）にて、干渉を与え
る方向を考慮した上で、強制的に他の基地局もしくは同一基地局の他のセクタにハードハ
ンドオーバさせる干渉制御機能を設ける。これによって、特定方向への下り回線の干渉量
を極力減らし、かわりに他の方向への下り回線の干渉量をあえて犠牲にすることで、エリ
ア全体の干渉量を適切に分散させ、加入者全体もしくは限定された着目するエリアの無線
回線品質を向上させることができる。
【０１５３】
　また、本実施形態では、それぞれの基地局は、全てのハンドオーバ先毎に、ハードハン
ドオーバを行うことが許容可能な品質の相対値を単数もしくは複数持つことができる。
【０１５４】
　また、本実施形態では、ハードハンドオーバを強制的に実施する条件として、移動局に
おいて、ハンドオーバ先となる基地局のセクタの品質と、ハンドオーバ先となる基地局の
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セクタに与えられた相対値とを加算（あるいは乗算）した値が、接続中の基地局のセクタ
の品質を超える場合に、ハードハンドオーバを実施する機能を備える。
【０１５５】
　また、本実施形態では、強制的なハンドオーバを実施する過程において、ハンドオーバ
後の移動局の品質が、ある規定された絶対値以下になることが見込まれるとき、その移動
局に対して、ハンドオーバを実施しない機能を有する。ただしハンドオーバ後の移動局の
品質の方が接続先の品質よりも、よい場合についてはこの限りではない。絶対値はＱｏＳ
（ベストエフォートなどのサービス種別）毎に与えることができる。
【０１５６】
　また、本実施形態では、単数もしくは複数の基地局のセクタにて、干渉量の増加を示唆
する特定の条件(開始条件)が満たされていない場合は、干渉制御を実施しない。
【０１５７】
　また、本実施形態では、単数もしくは複数の基地局のセクタにて、干渉量の増加を示唆
する特定の条件(開始条件)が満たされた場合には、その条件に対応する、相対値がＨＯタ
ーゲット選定のための値の一つとして採用される。
【０１５８】
　また、本実施形態では、複数の条件が同時に一致した場合、あらかじめ与えた優先度の
高い、その条件に対応する相対値が採用される。
【０１５９】
　また、本実施形態では、干渉量の増加を示唆する特定の条件として、干渉を直接的ある
いは間接的に増加させる可能性のある（比例関係、もしくは高い相関関係にある）、時間
帯、もしくはトラフィック量、もしくは使用帯域率、もしくは移動局群の品質の平均値、
もしくは移動局群の品質の中央値、もしくは移動局群の品質の最低値、もしくは移動局群
の品質のXパーセンタイル、もしくは呼損率、もしくは呼切断率、もしくは平均送信電力
、もしくは平均受信電力、もしくは平均セクタスループットが、対応する任意の閾値とと
もに与えられる。
【０１６０】
　本実施形態によれば、上述した干渉制御機能(干渉制御方法)が適用されることで、干渉
を適正に分散することが可能となり、高トラフィックが見込まれる等の、或る着目する特
定エリアに与える干渉量を低減することができる。
【０１６１】
　本実施形態で説明した干渉制御方法は、トラフィック分布、加入者分布、干渉分布、着
目エリアの分布、基地局の分布、セクタの方向、相対値の値、周波数プランニングの精度
のような様々な事項を考慮して、最適な干渉制御パターンを作成することで、着目する特
定エリアに対する良好な干渉量低減効果を得ることができる。
【０１６２】
　本願の出願人が実施した統計的なシミュレーションの結果では、トラフィック分布が一
様であるなどの理想的なモデルのときに本実施形態に係る干渉制御方法を適用すると、あ
る着目するエリアに対しての、統計的な干渉の低下率は、相対値を１．０ｄＢとしたとき
は、およそ１６．０％、相対値を２．０ｄＢとしたときは、およそ２５．６％になること
が確認されている。
【０１６３】
　なお、上述した実施形態では、複数の基地局の夫々が複数のセクタを有し、セクタ間で
ハードハンドオーバがなされる移動通信システムについて説明した。このような構成に代
えて、複数の基地局の夫々が単一の通信エリア(セル)を有するような移動通信システム、
セルを有する基地局と、複数のセクタを有する基地局とが混在した移動通信システムにも
適用が可能である。
【０１６４】
（付記１）　複数のセクタを形成する第１の基地局の第１のセクタの方向に形成可能な第
１の無線エリアと、複数のセクタを形成する第２の基地局の第２のセクタの方向に形成可
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能な第２無線エリアと、の重複エリアに位置する移動端末が、該第１の基地局と無線通信
を行なう方が該第２の基地局と無線通信を行なうよりも良好な無線通信が行なえる場合に
おける通信制御方法において、
　前記第１のセクタの方向の方が、前記第２のセクタの方向よりも所定のエリアに向けて
より広く面している場合に、移動端末を前記第２のセクタ方向に形成可能な前記第２の無
線エリアで前記第２の基地局と無線通信を行うように制御する、
ことを特徴とする通信制御方法。（１）
【０１６５】
（付記２）複数のセクタを形成する第１の基地局と、
　複数のセクタを形成する第２の基地局とを備え、
　前記第１の基地局によって形成される複数のセクタ中の第１のセクタの方向に形成可能
な第１の無線エリアと、複数のセクタを形成する第２の基地局の第２のセクタの方向に形
成可能な第２無線エリアと、の重複エリアに位置する移動端末が、良好な無線通信を行う
ために前記第２の基地局ではなく前記第１の基地局と無線通信を行うべき状況下において
、前記第１のセクタの方向が前記第２のセクタの方向よりも所定のエリアに向けてより広
く面している場合に、前記移動端末が前記第２の無線エリアで前記第２の基地局と無線通
信を行うように制御する手段と、
を含む移動通信システム。（２）
【０１６６】
（付記３）　移動端末の接続先となる複数の通信エリアを有する移動通信システムにおい
て、
　前記複数の通信エリアの一つからその通信エリアに接続された移動端末へ送信される電
波が当該通信エリアと異なる他の通信エリアにおける干渉波となる場合に、当該通信エリ
アに関する少なくとも一つのハンドオーバ先候補から、ハンドオーバによって前記他の通
信エリアに対する干渉量を低減可能なハンドオーバ先を決定する制御手段と、
　前記移動端末を前記ハンドオーバ先に強制的にハンドオーバさせる手段と
を含む移動通信システム。（３）
【０１６７】
（付記４）　前記制御手段は、前記複数の通信エリアの一つに関する複数のハンドオーバ
先候補の夫々に対し、ハンドオーバ先として決定されるための重みを有しており、
　前記重みは、ハンドオーバ先候補をハンドオーバ先とするハードハンドオーバが実施さ
れたときに、そのハンドオーバ先から前記移動端末へ送信される電波が当該ハンドオーバ
先の通信エリアと異なる前記他の通信エリアを含む複数の通信エリアに与える干渉の影響
を考慮して決定される
付記３に記載の移動通信システム。（４）
【０１６８】
（付記５）　前記制御手段は、前記ハンドオーバ先候補に前記移動端末がハードハンドオ
ーバされたと仮定したときの前記移動端末の通信品質値と、このハンドオーバ先候補に付
与された重み値とから求まる品質評価値を求め、この品質評価値が前記複数の通信エリア
の一つにおける前記移動端末の通信品質を上回るハンドオーバ先候補をハンドオーバ先と
して決定する
付記４に記載の移動通信システム。
【０１６９】
（付記６）　前記制御手段は、前記移動端末について確保すべき通信品質の絶対値を有し
ており、ハードハンドオーバ後の前記移動端末の通信品質値が現在の前記移動端末の通信
品質値、及び前記絶対値を下回るハンドオーバ候補を除外する
付記３～５のいずれか一項に記載の移動通信システム。（５）
【０１７０】
（付記７）　前記制御手段は、前記移動端末が使用するサービス種別毎に決定された複数
の絶対値を有し、前記移動端末が現在使用中のサービス種別に対応する絶対値と前記現在
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付記６に記載の移動通信システム。
【０１７１】
（付記８）　前記制御手段は、特定の通信エリアに対して干渉波となる電波を送信する通
信エリアに関して、当該通信エリアに接続中の移動端末に対する強制的なハードハンドオ
ーバを実施するための実施条件を有しており、当該実施条件が満たされた場合に、前記移
動端末に対する強制的なハンドオーバ先の決定を行う
付記３～７のいずれかに記載の移動通信システム。（６）
【０１７２】
（付記９）　少なくとも二つの前記実施条件に対して優先順位が予め決められており、二
つの前記実施条件の夫々が満たされた場合には、前記優先順位に従って、優先順位の高い
実施条件に関連する前記強制的なハンドオーバが実施される
付記８に記載の移動通信システム。
（付記１０）　前記実施条件は、前記特定の通信エリアにおける他のエリアからの干渉の
影響が大きくなることが示唆される条件である
付記８又は９に記載の移動通信システム。
【０１７３】
（付記１１）　移動端末の接続先となる複数の通信エリアを有する移動通信システムにお
いて、自局の通信エリア内で自局に接続された移動端末に向けて電波を送信する基地局で
あって、
　前記複数の通信エリアの一つからその通信エリアに接続された移動端末へ送信される電
波が当該通信エリアと異なる他の通信エリアにおける干渉波となる場合に、当該通信エリ
アに関する少なくとも一つのハンドオーバ先候補から、ハンドオーバによって前記他の通
信エリアに対する干渉量を低減可能なハンドオーバ先を決定する制御手段と、
　前記移動端末を前記ハンドオーバ先に強制的にハンドオーバさせる手段と
を含む基地局。（７）
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